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午後 2時 00分 開会

○下河辺委員長 それでは定刻となりましたので、会議を始めたいと思います。

本日は、皆様お忙しいところ、お集まりいただきましてありがとうございました。

ただいまより、第 7回運営委員会を開催させていただき率す。本自は、日||IIが冒頭少し

所用のために遅れられるということですけれども、全員がご出席をされる予定になっておりま

す。                   |

本日予定しております議事次第は、お手元にお配りしており.ます資料の 1ぺ■ジロのと

ろにあります、1議事次第書のとおりでございますので、ようしくお願いいたします。

それでは、早速議事に入りたいと思います。議事次第の 2番日、改革推進のアクションプラ

ンについて、並びに次回の経営改革委員会についてお諮りいたします:

ところでこの間、一部の新聞報道等を通じまして、総合特別事業計画に向けたさまざまな憶

測を交えた記事が散見にとどまらず、大変テンションの高い形で報じられているところでござ

いますけれども、この来春の総合特別事業計画策定に向けましての、これまで、そして足元の

状況等につきましては、本日予定しております議題の最後に ほうより詳

細なご報告をさせていただくということを予定しておりますので、ご了解をお願いいたします。

それでは戻 りまして、緊急特別事業計画におきましては、東京電力の経営合理化のための

アクションプランを遅くとも本年末までに策定するということが定められておりますけれども、

そのアクションプランの対応の案がまとまりましたので、担当 らヽ、来週

火曜日、12月 13日 に開催を予定しております第 2日経営改革委員会、当支援機構とそれから東

京電力との合同会議でございますけれどもミこの開催に向けての段取りの報告とあわせまして

説明をさせていただきたいと思っております。

、資料に基づいてよろしくお願いいたします。

それでは、お手元の資料のA3横になっているもの、2枚組みのやつで

すね、そちらをお開きください。

11月 末までという形で作業を進めてまいりましたアクションプラン、こちらが完成いたしま

したので、そのまとめをお付けしています。まとめと申し上げているのは、例えば、購買改革

ワーキンググループだけでも、実は施策が28個ありまして、それを全部それごとに 1枚 1枚同

じようなアクションプランがあります。しかしながら、それをお出しするのはなかなか大変な

ものですから、一応全体として見やすいように2枚にまとめましたというものです。
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先般、報道等もされましたが、ここに書かれている施策自体は、ほとんどが緊急特別事業計

画及び第二者委員会の報告資料、それに載せてあるものが大部分でございます。それについて

の、実際実行するに当たつてのアクションに細分化して、それをスケジュー′レ化したと。及び

ここには明確に書いていませんが、責任となるような部門部署を決めたという、そんなような

ものになつています。

それと最初に全体の話を申し上げますと、日標枠が、右側のほうの 4つ 目の列になりますが、

一番下に合計として 2兆6,448億円と、 1ページロはコス ト削減になりますが、というように

数字が書かれていますけれども、これは緊急特別事業計画のときは 2兆 5,500億程度だつたと

思います。そこから1,000億 ほど積み増 しになりました。これは主に従来の施策の中身をワー

キンググループの中で検討していく中で、より詳細に詰めていくことでこのような数字が積み

増ししたと。大部分が人ですね。新人事 。処遇制度と給与
[賞与の削減のあたりが中心になる

んですけれども、それを精緻に分析したところ、このような数字になったということと、あと

もう一つ申し上げますと、東電のほうで現場のほうにこれだけ削減しろと言つた細かい分の積

み上げ、それもまた若干ございます。それの合計で、それを10年間分するとこのぐらいふえて

いるというようなものです。

それで、簡単に上のほうからご説明申し上げますと、施策はワ
=キ
ンググループごとに書い

ています。購買改革ワーキンググループのほうも、また中が先ほど申し上げたように28と 多く

あるものですから、資材・役務調達費用というもの、それから、買電・燃料調達、その他と大

きく3つに分けています。一番上の資材・役務調達等々も含めていいますと、一番上の設備投

資 。点検工事の実行中止・見直し (口 )、 この (口 )は緊急特別事業計画のときの (イ )

(口 )(ハ )と 同じで、既にほぼ決まっていてやるだけというものが (イ )、 それから、アク

ションプランをつくつてこの先見ていくのが (口 )、 それから方針も決まつていないのでこれ

から検討の段取りを固めますというのが (ハ )です。それともう一つ、矢印の色も赤い矢印が

これから検討しますという施策の具体化フェーズで、青い矢印が実行準備フェーズ、緑の矢印

が実行フェーズと、そんなふうになっています。ちょつと緑と青が見分けづらいかもしれませ

んが、そのような形になつています。

もとに戻りますと、一番上の設備投資 。点検工事の実行中止 。見直しというのは、小さくな

りますが、左下のほうに中身がいろいろ書いていまして、例えば設備投資の見直しですと、オ

ール電化営業をやめるので、オール電化営業のためのショールニム、それの設備投資をやめま
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しょうと、そんなようなものの積み上げでして、もう既に決定 。実施済みなものですから、実

際効果も10年間で1,545億、20H年271億、かなり確実に見込まれるというようなものです。

それから、その下 3つ、関係会社取引、外部取引先との取引構造、それから、関係会社取引

の工事効率化の向上と、これらは幾つか線が入つていますが、基本的にはより取引先の取引を

オープンにして、市場原理を入れて合い見積もり等々を導入することでコス トを下げていこう

というものが中心ですしそれが関係会社だったり、外部取引先だつたりするというもので、お

おむね年間契約になっていますので、これからそのような交渉をする理論武装をして、来年度

以降効果が上がつてくるという形になります。

それから、製品仕様の標準化という部分は、ここではスマー トメーターだけ取り上げていま

すけれども、その仕様の統一化と、あともう一つ、ここには標準化しか入つていませんが、購

買の買い方もまたオ‐プンにしようというようなことで、中身を赤い矢印という形でこれから

検討するという形になります。                         _

あと発電所建設における設計の見直し、これも仕様の統=等
々なんですけれども、

そして一番下の電力会社を横断した設計・仕様の統=は、具体的にどういうことをするか

ということも含めてこれからなんですが、まずは電力会社の中で東電さんの単価が高そうなも

のを見つけ出して、それをどうやってほかの会社並みにするかというあたりからスター トする

のかなというような検討を始めたところでございます。こちらは赤い矢印ですので、まだ数字

は具体的になつていません。

それと買電・燃料調達費用ですけれども、こちらも中身はいろいろございます。短期的な購

入単価の削減みたいなものもありますし、利用燃料転換というのは軽油をガスにかえるとい
つ

たようなものですとかありますけれども、あと他社購入電源の単価見直しも、今買つているも

のを契約見直しの際にもう少し安くしてもらおうというようなもので、通常の購買
の当たり前

のこととしてやつていくというようなものになりまして、既に決まつているもの以外は来年以

降、特に他社購入電源の単価見直しは、契約が10年間が原則にな
つていますので、毎年毎年変

わるものじやありませんので、その契約が変わるたびに見直していくと
いう形になりますから
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当面効果が出るのは2014年以降になってしまっていますが、その契約公開のタイミングごとに

見直していくということになります。あと燃料費の中長期的視点による削減は (ハ)で して、

これから具体的にどうしていくのかということを含めて検討するということになります。

その他経費は、これも小さいものの集まりではあるんですが、合計額としては10年間で 1

兆円近く削減するという形になりますけれども、例えば,番上の実行中止 。見直しという部分

については、下に施策の内訳と書かれていまして、寄附金を原則中止するですとか、それから、

テ~マ研究の中止、研修の縮小といつたようなもろもろの合計となっておりまして、既に決定

して実施済みという形になっています。あと不要支出の削減というものは、例えば社宅の清掃

をやめて、自分たちで清掃するようにするとか、そういうたぐいの細かいものの積み上げです。

それから、賃借面積の削減というのは、組織の統廃合ですとか、人員の合理化に伴つて、借 り

るオフィスの面積が減るから、その分家賃を下げましょうというものの積み上げ。それとあと

附帯事業の営業費用の削減というようなことになります。

それと人件費削減ワーキンググループ。こちらももうほとんど決まってはいるんですが、

福利厚生制度の見直しということで、これは労働組合との協議を先週から開始しております。

それと退職給付制度の見直し。これも緊急特別事業計画の際に新たに盛り込んだ項目になりま

すけれども、既に設計は終了し、12月 の頭からOBと の交渉、労働組合との交渉も開始してい

るということでございます。

それから、給与・賞与の削減、こちらも給与・賞与削減自体は昨年と同じような内容で、今

年度も行うということで、実際は形上は組合と交渉いたしますが、既に決定に近いような状況

になっております。それと新人事・処遇制度というのは、金額の枠は同じように抑えたまま、

よりめり張りがつくような評価 ,処遇をしようと。できる人には高く払つて、そうじゃない人

には下げるというようなことをしようという制度ですが、おおむね制度の概要は設計しており

まして、このあと1年以上かけて組合と交渉しながら、再来年度以降実施していくというもの

になります。

あと一番下の人員削減、こちらは中身はいろいろございますが、今現在は福島原発の損害賠

償に数千人というオーダーで人を出していることもありまして、それが一段落してから実際は

実行していくという形になります。なので成果が出る赤い星の時期が2013年度以降になってい

ますが、これらを合わせまして、先ほど申し上げたような10年間で 2兆6,500億。それと20H

年度では2,374億 というような数字になります。これも緊急特別事業計画でさらなる深掘うと
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いう形で、 2兆 5,500億 は最低限だという話がありましたが、それを超えるようなコス ト削減

については、また同じワーキンググループで別途検討しておりますので、それは固まり次第ご

報告いたします。

次の 2ページロ、コス ト削減以外のワーキンググループということで、まず設備効率化ワー

キンググループのところですね。こちらも大きく2つ、 3つに分かれていますが、一番上のピ

ーク需要抑制策の検討 。実行。これは従来、緊急特別事業計画や第二者委員会の報告書になか

つた新しい施策として載せました。これも大きく2つに分かれていまして、自由化部門と規制

部門、大企業等々のところと家庭を中心とした小日のところという形になりますが、それぞれ

需給調整契約を今年の夏にや りましたが、それでかなり企業側も労組との関係が悪くなった

等々いろいろありますので、よリー層拡大するためにはどうしたらいいかといったことも検討

したり、あるいは営業のやり方も「ピーク需要抑制型の負荷率向上営業」と書いていますけれ

ども、よリコンサルティング制にしたり、あるいは「社外団体等と連携した」というのは、ハ

ウスメーカーですとか、機器メーカーと組みながらそのような需要のピークを抑制するような

やり方を、新しいメニユーか何かに反映できないかとぃうようなことで、外と連携しながら新

しいやり方を考えていこうと、こんなものを検討しているということでございます。実際t効

果がいつ上がってくるか等々はわかりませんが、来年度以降やりながら、データをとらえてP

GCを回していくという形でやつていこうと考えているものでございます。

それと規制部門、こちらのほうも家庭が中心となりますので、スマー トメータすが入らない

とどのくらい使つたのかわからないので、ユーザー側も下げられないという部分がございます

が、実験的なものも含めて、ピーク需要抑制のあり方を検討し、実際それを実行しながら効果

を検証していくという形で進めていこうということは考えております。

以上が追加したものなんですが、従来からの緊急特別事業計画等へ載せていたものとしては、

設備投資計画の見直しという形で、一つは電源開発、発電の部分ですね。これは他社電源の活

用等ということですが、|||||か らもくぎを刺され
‐
Cお りましたが、lLi仕電源

`D活
用が原員暉

であるということで、当面の環境アセスの特例等で東電しか短期的にはつくれないようなもの

等々を除けば、すべて他社という形で今設備投資計画をつくり直しているところでございます。

また数字が固まつてからご説明しますが、かなりの金額の設備投資を落とせそうだというよう

な話になつています。

それと、流通設備計画ですね。こちらも潮流が変わつてそれによつてという部分もございま
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すが、にようて新 しい流れに応 じた形で流通設備を通していかなきゃいけないという形になつ

ておりまして、年度内計画策定を行つていくということで考えております。こちらも発電と同

じく投資を下げる方向で検討を今進めておるところでございます。

あと大きく報道等がされてしまっていますが、もともと緊急特別事業計画に載つていた策と

しての既存発電設備の売却等の検討、こちらも赤い矢印で書いてありますし、また (ィ )ヽと 書

いてありますとおり、売却に向けた論点等を整理し始めようとしているところでございまして、

技術的な問題、経済的な問題、さらに法律的な問題、社債権者等々の関係がございますので、

そういったものも分析 しながら方針を 3月 末ぐらいまでに、何とか固めていけないかというこ

とで検討を進めようと思つているところでございます。

子会社・関係会社ワーキンググループ、これは売却と決まつている会社に関しましては、も

う売却活動を実施 していくということで、ベースにリース料の大きな案件もございましたが、

粛々とこれは実施していくと。何か大きなイベントが起こる前に、我々のほうで実施させても

らつて、それで判断する、コメントするというような形で進めております。

それと一旦継続するとされた会社に関しても、さらに売却できないかということを見きわめ

るという形になっておりますので、これもタスクフォースのとき、再三申し上げますが、タス

クフォースのときのような実行をどうするかという話ではなくて、個別具体的な会社を対象に

どうするかという形で進めていきたいと思っております。これも個別案件で重要なものがある

ときには、またご説明するというような形で進めたいなと考えております。

あと関係会社間での再編というのは、残す会社も同じような業務をやっているような会社が

あつたりしますので、そちらの再編するためのビジョン、どんな方向でやるかというようなこ

とを、ここではずつと矢印になっていますが、年度末ぐらいまでにおおむね固めて、そして実

施していくと。

それと関係会社のコス ト削減というのは、先ほど購買のほうで関係会社との取引でコス トを

下げようという話をしていますが、単価を下げるだけでは関係会社が赤字になるだけで、連結

してみると余り変わらないという形になりますので、その分コス トを下げるということもあわ

せて検討するということをやつていくというものでございます。これも赤い矢印からスター ト

していますので、この先、検討のあり方を進めて、適宜やっていくということになります。

あと不動産 。有価証券売却のワーキンググループは、もうもともとおおむね中身は決まって

いて、これも適宜進めていくという形になりますので、ワーキンググループでもその進捗状況

⌒
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を管理するという形でやっております。KDDI株 の売却等ありましたけれども、そういった

形で把握しながら動いていくということになります。

あと財務・資金繰リワーキンググループ、こちらは廃炉の話、損害賠償の話、そもそもの事

業の話ともろもろ不確定要因なり、把握しておかなきゃいけないような変わる要因がございま

すので、月 3日程度状況を教えてもらって、そしてモ■タリングをしているというような状況

でして、それをこの先も続けていこうと考えている次第です。

あと賠償モ■タリングも同じような形になります。賠償金支払いについてもそうですし、

「5つのお約束」についてもそうですし、月 1、 あるいは月 2回程度モニタリングをしながら、

必要に応じて、例えばなかなか集まらないのはそちら側ですし、そのオペレーションのところ

が回らないならそちら側でしょうし、それを改善していくという形で取り組んでいるというふ

うに聞いております。

以上、駆け足になりましたけれども、こんな形で新たに加わったものを含めて、スケジュー

ル化し、日標金額も決めて、表の一番右側にございますが、数字とそれから、アクションの達

成状況、その-2つでこの先モニタリングをしていくということを考えております。また状況は

適宜お知らせしながらというふうに考えておりますし、先ほど申し上げた深掘り策についても、

またそのアクションプランというのが出てきますので:‐ |それヽ 出てきました暁には合わせて一

体化して、同じように||´サ|´を|lt'|ヽく|:|:|三|||||らで、それもまたお知らせ
するというふうに考えております。

ちょつと駆け足になりましたが、以上でございます。

○下河辺委員長 ありがとうございました。それではご質問、ご意見いただく前に、続きまし

て資料の3と して、来週の火曜日、12月 13日 に開催を予定しておりますが、東京電力との第 2

回目の経営改革委員会の開催が予定されております。第 1回は、先月H月 18日 に第 1回 として

開催をされておりますが、第 1回の模様については、新聞報道等で委員の皆様、若干日にされ

たところもあるかと思いますけれども、運営委員会の席上ではご報告申し上げておりませんの

で、当日の模様につきまして、簡単に日|||の ほうからご報告をお願いしたいと思います。

olll1 11月 18日 の金纏日、出席は東京電力が勝俣会長、西澤社長、内藤常務、広琴常務

と、それから、原賠機構側が下河辺委員長、杉山理事長、嶋田、横 EE以下でございます。

最初にカメラを入れた上で両方があいさつをいたしました。下河辺委員長からは詳細はちょ

つと省かせていただきますが、要はポイントとしてはとにかくトップとしてのコミットメント
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が大事だと。真に親切な賠償、徹底 した経営合理化、そのために現場、若手、 トップレベル、

三層で トップがコミットメン トを強く示した上でやつてくれという話と、それ
から、 2つ 目の

大事なメッセージは、もはやもとの東電には戻れないという認識で、旧に復するも
のではなく、

新しい東京電力のあり方について真摯にやつてほしいという話を言われま
した。

杉山理事長からは、枝野大臣から先般指示された中身、これをこの委員会
が主導して実現し

ていくと。特に若手、中堅社員の方々が、生きがいと行動力をもつて頑張
つているので、ぜひ

それを後押ししていきたいという話をされました。

西澤社長からは、枝野大臣から緊急特別事業計画認定の際にいただ
いたご指示に対しては肝

に銘じていると。指示を踏まえて、全力を挙げたいという話がありました。

それでプレスが退出した後、一つは賠償の実施状況について東電の広瀬常務から
ご説明があ

りました。それに対して杉山理事長から幾つか注文をつけられておりまして、これは今問題
に

なつておりますが、要は賠償の処理、申請が出てきた後、振り込まれるまでの処理、
これをも

っと迅速に 1日 当たりの件数を引き上げてやつてほしいと。それから第 2に概算払い、これも

積極的にやつてもらわないと資金繰りが厳しい事業者は困ると6それに対して東電側の答えも

ございました。基本的には苦労しているけど、前向きにやりますというお話でございました。

それから、第 3番 目に、今、 らヽ説明をいたしました経営合理化策、これを東電

側の実際に任に当たつた すが、この方から説

明をしていただきました。下河辺委員長からは、再度単に合理化だけではなくて、むしろどう

やってオープンな東電をつくるのか。あるいは新しいイノベーシヨンを切 り開くための東電の

あり方はどういうものなのか。とにかくこのままじゃいけない。生まれ変わらなければならな

いという若手、中堅の社員を力の源泉としてやつていつてほしいという、その合理化プラスア

ルファの部分にも強調されて、発言をされたと。それに対して西澤社長等も受けとめて、一生

懸命や りますという話になつています。

最後に、総合特別事業計画について、若干お話がございまして、これは私のほうからです

が、総合特別事業計画はなるべく3月 末までには策定をしたい。その際にやつぱり日本国民の

最大の関心事である事故の収束について、後顧の憂いなく現場が取り組めるようにという考え

方は、一つの基本となるものだと。それから合理化策、これは必要条件の一つにすぎないので、

新しい東電の姿を示して、日本社会との信頼をもう一度回復しないと、経営支援を引き出すに

しても、政治との関係では難 しいということはご理解くださいというお話をいたしました。

ヘ
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し

それに対して西澤社長から、事故の収東については、働く人、1資金の話など、1大 きな全体

の絵の中でとらえていかないといけないので、費用の話だけではなく、1全体の大きな絵の中で

考えていきたいという話と、合理化を進め生まれ変わることで、賠償や安定供給をしっかりや

る会社にすることが必要だと。つぶして云々 という人もいるが、つぶすことはあり得ない:1安

定供給の主体として、|だれがこのようなことに責任を持つのかということをよく考えながらや

|||:||1終||1会轟|||ヽ|こ IⅢⅢIⅢI=|●|たけると,ィ 1)F
いので、いつでも出せるという状態に早くしたいというお話をされて、そこはそれで終わって

おります。    |
来週の火曜日に第 2回があるということでございます。   F      :

○下河辺委員長 ありがとうございました。 それでは、先ほど‐ のほうから詳細説明を

いただきました資料2-1のアクシヨンプラン、各ワーキンググル
=プ
の活動実績、予定の内

容、それからただいま|■|あほぅから、第1回にっい●尋|をぃただきまし,1‐ザ日
に予定しております第 2回経営改革委員会、議題の予定はこの1と 2でございますけれどヽヽ

この内容にういてご意見、ご要望がおありなられるかもしれませんけれども、その内容につい

てのご発言を含めて、両方合わせてご発言のある委員の方、お話をちょうだいいたしたいと思

いますけれども。                  .‐ |         ‐

どなたでも。ちょっと手を挙げていただければ。
|      ‐           ‐

○‐  アクションプランの、これはコスト削減黙外というところですが、電源開発計画

の見直しという項目があります。ここには「他社電源の活用を原則とした」と書いてあるんで

すが、これは、私は非常に疑間があると思います。どういう意味か、ちょつと正確に理解して

いるかどうかわかりませんが、電源開発というのは発電能力をつけるということだと思うんで

すけれども、これは本来、すべてを統一した、統合した最適化というのがいいのではなぃかと

私は思いますし、経済学者の主流もそういう意見が多いと思うんですね。今はそうなっている

んですね。これをここで転換するのであれば、こちらのほうが総合的な最適化の結果がいいん

だという証明がなければならないんですけれども、何ら証明がなされていないように思うんで

すけれども、そこはどうしてこういうふうになるんでしょうかね。

し

置いておくとしまし

余力がないというと

今回の東電について言 うならば、もともとソースのレポー トはちょうと

て、今我々がやつていることに関して申し上げますと、何よりも資金調達、

ころからスター トして、今はやらせていただいていまして、自前で建設す
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るためのお金を調達する。お金がここでは可能ならばそれでもいいんだけれども、しかしなが

らできないんだから、あくまで原則入札ですけどね。入札してより安く調達できるんだったら

そつちにするという形で検討してもらつていますということの計画でございます。

○|||ll 入本Lと いうと、電力を買うことを入本Lと いうことね。

ただ、例えば空港なら空港というと、一つの空港をつくるのに、基幹空港であれば数千億

かかりますね。

|||1電 力の発電設備はどのくらいかかるかわかりませんけれども、国の電力の長期的な需

給を考えたときに、小さなものを簡単に入札できるような形でやって、発電をさせることのほ

うがいいか悪いかというのは大きな問題の一つだと思うんですけどね。お金があるかないかと

いうのは、なければそれは国が出してでもやるという形で、国家戦略的に考えていくべきでは

ないかなと思うんだけど、そうでもないんですかね。

○下河辺委員長 では、

○‐  まず送電部 F弓 も配電部 F弓 も発電部 F日 も自社ですべてやり、他社から購入 しないや

り方のほうが全体として最適であるというのが、経済学者の主流の発想だというご発言があつ

たやに聞こえたのですが、私はその点について全く同意しません。垂直統合でやつた方が効率

的になる側面もあり、分離した方が効率的になる側面もあり、一長一短があるというのが普通

の理解だと私は考えます。したがつて、自社で全てやるのが基本的には正しいので、それ以外

のことをやるときには証明しなけれならないという性質のものではないと思います。

2点 日です。もともと東京電力に関する経営・財務調査委員会で書かれたのは、原則として

入札するということだつたはずです。先ほども正しく説明していただいた通り、入札をする場

合には通常上限価格を決め、不落となることもあり得ます。仮に自社でやったときの費用を上

限価格とすれば、東京電力でやった方が効率的である場合には東京電力がやることになります。

つまり入札はどんなに高くても、外から買うことを強制する制度ではありません。この場合に

は,つまり自社のコス トを上限価格とする場合には、コス トがより下がることはあつても上が

ることはないと思います。

それから、発電所の立地、調整能力などの性能なども含めて、仕様の書き方さえ工夫すれば

東京電力が全く関与できないものではないと理解 しています。

以上です。

○下河辺委員長 ありがとうございました。

ヘ

―
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○

、何かございますか。じゃ、     戻りまして。

入札して自分でやつたほうが効率的ならば、そっちにすれ|ずいいというお話です

が、これは非常に拍象的、観念的なお話で、入札するときには単位を決めて、どういう規模の

ものを入札するかということを決めなければいけなぃんですが、電力の需給計画というょうな

場合に、それは、より大体のものを集中的に発電をして、集中的な送電、配電をするほうがい

いのか。それとも小さなものを分散的にやった呼うがいい|ゆ )́|‐いうのは、経済的な地質状況、

経済的な地理状況、|さ まざまな需要の分散状況から個々に変わつてくると思うんですね。

ですから、入札があつてはならないというふうに私は申し上げてぃるのではなくて、入札を

原則とするというのは、これからは大きな電源の開発をやらないということを言つているよう

にも聞こえるわけで、やつばり日本の国の1将来の最も死活的なインフラである電力の供給を考

える際に、非常に目の前の限定的なことについてだけ考えていくという形ではないほうがいい

と思うんですね。             |           |‐ |■ ■ ・  ■

ですか独 その意味でいうと 今の‐ の問題罐 理の仕芳は、襲農:事」表 |ぁる

いは地形、あるいは経済の配置状況といつたものによつて変わつてくるわけでありまして、そ

れによってどちらにするかを決めればいいのであって、原則としてどちらという話にはならな

いように私は思います。

:ili「][策曇[篤獣 i、 I!ま

‐
話は、1多分私ども機構と運営委員会の議論を若

干踏み越えた部分もあつて、ご承知のように電力については供給計画というのを毎年決めて、

国が安定供給がきちんと確保されているのかどうかというのはチェックする体詢に,まなら|お

ります。したがつて、今回のこの電源開発計画の見直しについても、私ども,まこの方針でやり

ながら、国の供給計画をきちんと満たすものなのかどうか。それ

'ヽ

ら、日||IIふユ

=し

ヽる

ような、全体の方向性としての議論で、どこまでが他社電源で、どこまでが自社電源なのかと

いう、ある種の最適バランスみたいなものも、国の政策議論とある種表裏だと思いますので、

そこはよく相談しながらやつていきたいと思います。多分両方のメリット・デメリットがあつ

てt今は震災後の原子力が立ち上がっていない状況の中で、ここ数年を念頭に置いてどうする

かというのは、恐らく大きな政策的な議論とともにやらないといけないと思いますので、そこ

はそれを抜きに、ある種コスト、金がないからという話だけでやるということにはしないつも

りですが、ただやはり新しい東電に変わるというところもきちんと出していく必要があると思

し

し
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うので、そういう観点もちょつと踏まえてやりたいと思います。

:暫    
「
[っ      [i[Lか りますのでいいんですが、それであれば、他社の電源

の活用も含めた最適化を目指したというふうに書くべきであつて、このような書き方をす
べき

ではないのではないでしょうか。

○下咆 類 長 その点、‐ t何か鎌 見ございますか。

先日、この他社電源からの調達というのは、新聞報道でも報じられたところで、東電も他社

電源の購入に取り組むというような形での記事が報じられていたところなので、原則云々とま

ではあの記事の トーンといいますか、西澤社長の発言もなつていなかつたような気がいたしま

すけれども、そんなことを踏まえてただいまの||||あほぅからのご意見もありましたけれ

ども。

ヘ

実際の形はどうなのかと申し上げますと、さつき申し上げた当面の間は、

環境アセスの関係もあらて、東電しか供給能力をふやせないと。短期間でという問題もござい

ますので、最初め 5年から7年に関しては実際は自社電源なんですね、ほとんど。他社電源に

原則入札とかなつても、その先ということになりますので、結果的に見るとその形が両方のミ

ックスになつているという形にはなります。

なので、この先の新しい部分に関しての原則入札と申し上げたと、そういう意味です。

○|||1 言葉つそ大事ですから、表現をもうちょつと正確にしていただいたほうがいいと

思うんですね。

○ なるほど。ちよつとそれは検討させてください。

○下河辺委員長

○|||1 今の論点と多少関係があるんですけれども、非常にざくつと考えると、他社電源

をより積極的に活用していくという中で、電力の供給計画の前提となつている需要見通 しとい

うのがあつて、これは第二者委員会のときにもタスクフォースでちゃんと議論した話だと思う

んですね。そのときに、やはりこれまでのものと大きく需要見通しは変わらなかつたというの

が、たしか結論だつたというふうに理解しておるんですけれども。

他方、こ

"今
、‐ か :、ぉ峯がぁったょた 非常躙 源が厳 い た いう中で、

自由に設備投資できるわけではないという制約要因というのが一体どこまで続くのかというの

は、これ、なかなか賠償がどこまで支払いの責任が続くのかという、いろいろな不透明な要素

-13-



し

等が関係していると思いますのでtと りあえずは現状よりも新しいものは、新規についてはた

しか余り自社ではやらないというのが、東電の今の考え方ではないかというふうに私は理解し

ているんですね。

それとの関係で、下に既存発電設備の売却等の検討というのがあるんです。これは新聞等で

も取り上げられましたけれども、結局新規は自社でつくらないと。今持つている既存の発電設

備をどうするか。これは売却を検討する方向で緊急特別事業計画にも、検討ということではあ

りましたけれども書かれている話ですよね6

そのときに、どうもいろいろ話を聞いていると、今後の需給見通しが、特に原発が立ち上が|

らない中で、非常に不透明な状況にある。例えば来年の夏はどうなのかとか、そういうことを

見て検討するというふうに、どうも東電はおっしゃつているように私は理解しているんですけ

れども、|それをずつと言つていると、結局この既存発電設備‐としヽ ラ|のはなかなか売却できない

ということになって、同時に新規のものも立ち上がらないということで、だんだん古いものだ

けが残つていくという姿になっていくんじゃないかと思うんですね。       ■■||

ですから、むしろ既存発電設備で、例えばこの検討のスピー ドもむしろ逆というわけじゃな

いですけど、これ (ハ)になってぃるんですけれども、既存発電設備の売却というのは例えば

共同火力とかいうものから手をつけて、共同火力のパー トナーに売却するということのほうが、

割と手がつけやすいんじゃないかと思いますし、むしろ既存発電設備を売却していくというほ
||| |‐  ■ |

うは、もつと進めていくべきではないかと思うんですね。  ■■■‐

新規のものをどうするかというのは、これは今ご議論があつたように、国全体の中でどうい

うふうに最適化するかとか、あるいはその時々の東電のファイナンスの状況はどうなっている

かだとか、今後、原発がどういうふうに立ち上がっていくだろうかとか、そういう5年 とか10

年のスバンで見たときには、かなり不透明な要因というのがあると思うんですね。

ですから、新規を固定してとめちゃって、それがあるのでなかなか電力の需給見通しから見

みると、不安定だから既存も売れないというのは、何かどうも話が逆なんじゃないかと思うん

ですね。むしろ既存発電設備の売却等というのは、もつと検討を促進させるということをまず

置いて、その上で電源開発計画の見直しはもちろん、今の制約のあるうちは新規はなかなか難

しいんでしょうけれども、できればより効率の高いものに変えていつたほうがいいに決まつて

いるわけなんで、そういうふうにもう少しスケジュール等の関係では整理したほうがいいので

はないかというのが 1点 日です。

ヽ
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もう1点ですが、スマー トメーターの話をちょつと。これはコメントと及び質問なんですけ

れども、スマー トメーターつて、これは国のレベルでもどんどん導入していこうということに

なつておりますけれども、問題はやはり東電仕様とか、関電仕様とかそういう標準化にないも

のを自社でつくつて、内製化していくということを今まで考えていて、それのビークルになっ

ている子会社や、関連会社というのがあった。例えば東光電気とかあったと思うんですね。こ

れもそこのところの部分というのを、きちんとより標準化していくという方針を打ち出して、

そのほうがコス トダウンにもなるし、それから、海外との競争とかいうことを考えたときにも、

国全体の競争力は高まるわけですから、その点についても、今のこのプランでは必ずしもはつ

きりしなかつたんですが、関連会社の売却というところと、このスマー トメーターの活用とい

うのがどのようにリンクしていると考えているのかというのをちょつと質問したいと思います。

○十河辺委員長  じや、||||か ら、三点あったうちの 2点 目のスマー トメーター関係につ

いて若干ご説明……。

6‐  2点 目も
`

○下河辺委員長 よろしいですか:

○|||1 1点 目のスケジュール的に電源開発計画の見直しと既存発電設備の売却、これは

逆じゃないかというご指摘かと思いますが、実は率直に申し上げると、ここの図の 2つは、 3

月の総合事業計画もにらんで、東京電力の新 しい経営形態をどうするかという議論と、実は表

異でございます。それで||||が ぉっしゃるように、共同火力はそれは当然あるかもしれま

せんが、発電設備をばらばらと小さく分けて売つていくのか。それとも東京電力自身をある程

度分社化、それから、大きな形で外の資本も入れる形にするのか。例えば 2つに分けてですね。

いろいろ選択肢があると思いますので、それは経営形態の話とともにちょっとやつていきたい

と思います。その中で、おつしゃるようにスケジュール的に早められるものは早めますが、た

だ一回やり始めたら後戻りできないものですから、その 2つは全体の経営形態と離して絡んで、

3つだんごになって、来年、いずれにせよ 3月 末までには、結論をある程度出さなくちゃいけ

ないと思うていますので、ご議論いただきたいと思っております。

それから、 2番 目のスマー トメーターの話は、まさにおつしゃるとおりなんですが、この間、

総合エネ調、今週でございますか、松村委員が委員でおられて、問題提起をされて、枝野大臣

が自分の責任において、新しい国際標準も考えたスマー トメーターのあり方みたいなものを指

示するという話をおっしゃっていますので、今、エネ調で、大急ぎでそれを受けてどういう形

ヘ
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でやるかという検討が始まつております。ちょっとその様子を見ながら、関係子会社の話にも

当然波及すると思います。ただ基本は、このスマー トメーターの本質は、ソフ トウエアを開発

できる能力のある会社がメニター事業をやっていないと、将来の発展可能性は多分余 りないと

思いますので、今の体制がいいのかどうかというのは、私は個人的には非常に疑間があります。

○下河辺委員長 ありがとうございました:スマートメーター関係、松村委員は特によろしい

ですか。

○松村委員 はいよ特に付け加えることはありません。

○下河辺委員長 わかりました。

6‐ 今Q輛こついていいですれ 最初妹 なんですけれどま おつしゃるこaま よく

わかるんですけれども、既存の資産の売却というのは、会社の形態がどうであれ、やはり進め

ていくべきものであろうというふ うに思いますので、いろいろその前提条件はもちろんこれだ

け複雑な問題なので、つけていくのはそのとおりだと思いますけれども、むしろ身を切つてい

るというか、そういうことをよくわかってもらう、世間にも理解 してもらうためには、既存の

発電設備の売却まで検討しているということは非常に大きなインパクトのある話ではないかと

思いますし、それから、先ほど議論のあつた供給電源の構成の問題でいつても、非常に政策的

な議論にのっとって、ゼロベースで検討できるのには相当まだ時間がかかると思いますので、

いろいろな意味で制約がかかつている期間というのが長いのではないかと思います。

したがつて、他社電源の活用だけではなくて、むしろ先に身を切つているという方向を見せ

ないと、なかなか世間の理解は得られないんじゃないかというふ うに思いますので、 トータル

で見たときの電源設備の最適性という議論は、もうちょつと後の議論でも十分じゃないかとい

うふうに思いますので、できれば既存発電設備の売却のところは加速化したほうがいいし、そ

うしていただきたいというふ うに思います。

○下河辺委員長 ご意見として承 りましたので、検討の余地の有無を含めて、引き続きご検討

をお願いいたしたいと思います。

その他、委員の方からの発言はございますか。

○||||'本 日はアクシヨンプランについてお話しいただきましたが、 2枚 目に記載されて

おります、設備効率化ワーキング今後非常に重要になると考えております。設備についてどの

ように考えるかが、新しい東電になるかならないかの大きなポイン トだと思つております。

そうした中で、今、既存の発電設備の話が出ていました。ある特定の設備について売却はす
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べきだとか、すべきでないという明確な意見を私は持ち合わせていませんが、ただ、身を切る

べきかどうかという議論の前に、古くて非常に効率が悪い火力発電所等を持っているのは事実

だと思います。そうした効率の悪い設備を動かすことによつて、コス トは嵩み、企業価値はど

んどん低下することになってしまいます。このように考えますと、各設備について、透明性の

原則のもとにデータをよく見たうえで売却を進める、進めないというのを決めていったほうが

いいと私は思つております。

これに少し関係することですが、スマー トメーターにういて、先ほど‐ おつしゃっぃ

ましたが、ソフ トウエアが重要ということについてはそのとおりと思います。ただ、それを活

用して何をするかのほうがさらに大事だと思つております。具体的にどのようにしたら、ピー

ク需要抑制に資するようにできるのか。どういうデータをどういうふうに集めたらいいのか。

また、料金の話なども関係 してくると思われます。

もしかしたら次のステップということかもしれませんが、データの収集分析に関しては、ス

マー トメーターを設置した時点から着実に行つていく必要があるかと思つております。これに

ついては是非、東電さんと一緒にやつていくようにお願いしたいと思います。データの分析を

通じて、電力需要がどのように変わるのか、それを満たすための供給能力としてはどの程度用

意しなければならないのか、既存設備の活用ですむのか、新 しい電源を調達を含めて開発すべ

きか、といつたことが、おのずと決まってくると思います。

結論としては、是非スマー トメーターのデータ収集分析を東電さんと一緒に進めて、できる

だけ国民の方々にもわかるように、合理的な形で設備や設備投資についての考え方を打ち出し

ていくことが機構にとって大事であると思いました。

以上です。

:ぼ     
「
ぁ ;桑 L悪 しす。スマー トメーターの関係で、アクシヨンプランの外縁

にある話奮ちょ?と ご報告申し上げますけれども、先ほど|||IIか らも申し上げたとおり、

資源エネルギー庁のほうで総合エネ調の場での枝野大臣の指示ということで、スマー トメ‐タ

ー、これから議論が本格化していくということになっております。それで実はエネ庁と機構で

も連携をしておりますし、また東京電力さんからは具体的にスマー トメーターの調達を入札に

加すたいという財 的な鎌 談れ だいておりまして、そ

"誹
欲 今、‐ か

らお話がありましたとおり、特にある意味、今回の東京電力:恐 らく規模的には300万台ぐら

ヘ
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いのかなり大規模な発注になるということでして、それがこれからの電力会社のスマー トメー

ターのすつの標準のあり方につながっていく可能性もあるという問題意識で、しつかりとその

データが収集できて、そしてそれがさらなる技術的な発展があつた場合の、技術的な拡張可能

性ということが担保されるようにということで、資源エネルギー庁と連携をしながら、東京電

力さんの入札のあり方、あるいは個別の仕様のあり方、そういったものについて、実はちょつ

とワーキンググループのメンバーだけではなかなかそこが手が回らないところもあるものです

から、外部の専門家の方のお知恵もおかりしながら、少し合理化、ワーキンググループのアウ

トリーチとして、そういう不マー トメーターの調達についての検討を進めていきたいとも

そめ延長線上の中で、||||か らお話がありましたようなスマー トメータTを使つた新 し

いビジネス展開ですとか、あるいは新しい電力の供給のあり方、そういったものについても、

機構のほうからも検討していきたいと思つております。

あともう1点だけ短く。先ほどのお話ありました電源開発の関係で、ちょつと事実関係だけ。

誤解があるといけませんので。

実はこのアクションプラン、今日ごらんいただきましたものにつきましては、これは機構の

事務方がつくってお見せしているというものではございませんで、実は東京電力と機構の両方

のメンバーが入つた形で、文言についても相当議論して、これでやつていこうということで、

今日改めてこの運営委員会にお諮 りしているものでございます。

それで東電さんのチームと議論、この電源開発計画の大前提となつていますのは、先ほど|

|||か らお話のあった一体運用をいうところについて、だれも疑間を挟んでいるものではあ

りませんで、あくまでも一体運用という文脈の中で、したがつて、系統としては全体一つだと。

何も電源開発の見直しをしていくという文脈の中で、分散電源とかスタンダー ド論と:い うこと

で別に議論をしているわけではございません。あくまでも全体の運用の中で、ある種のフルセ

ット自前主義でどこまでやるのかということで、一体運用の話とフルセット自前主義でどこま

でやるのかという話と、少し切 り分けてお考えいただいたほうがいいと思つておりまして、む

しろ東電さんのメンバーの中にも一一もちろんすべてを、実際には他電力、あるいは IPPか

らの調達で賄えるかというと、それはいろいろ議論はあるんですけれども、ある意味問題意識、

あるいは思考の、発想の転換ということ―で、特に当座は基本的には資金調達が非常に困難であ

るという前提のもとで、発想を切りかえて、むしろ新規ですね。この電源開発というのはあく

まで新規の話ですけれども、新規の電源開発に当たつては外部の力を活用していくということ
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を、まず前提として考えて、ここにありますような基礎調査や、あるいは運用性、経済性の評

価をまずやつてみると。その上で入札もやつて、仮に入札よりも、例えば自前のほうがいいと

いうことであれば、恐らく大型水力ですとか、あるいは大型原子力、なかなか新規は難 しいと

思いますけれども、いずれにしても大型水力や大型原子力で何か外部活用ということは多分想

定できないと思いますので、基本的には火力だと思いますが、火力についてはこういつた形で

やっていこうと、こういうような議論をしているということでございます。

以上、ワーキングでの議論のご紹介でございます。

o‐ 私患別は 京勧 と何赫 論しているかという話ではなくて、電源、勧 という

もののあり方として、今おつしゃつたようなことであるならば、原貝1と してということでもつ

て、定義と範囲を決めるのではなくて、やつぱり最適化を目指すんだということ。それは差し

当たりの話と長期の話と、あるいは大規模な話と小規模な話といろいろあるわけですよね。そ

ういう話を一切触れずに、原則としてこうだというふうに書くことによつて、ミスリー ドをす

るというところがあるから、言葉は適切に使つてくれということを言つているんですね
`お
っ

しゃつていることがそうならば、外部の電力も視野に入れて、それで最適化を図ると書けばそ

れでいいことでしょう。

○      繰 り返しますけど、おつしゃるとおり。ただ当座の実際の運用としては、基本

的には自前で電源をつくるということは、これはやらないと。これは基本的にワーキンググル

ープとの合意している方針としてやつていくと。くどいようですけれども、あくまでも他社電

源の活用というものを中心にして考えていくと、こういうことです。言葉遣いのご指摘につい

てはよくわかりました。

○‐  改革のアクションプランというタイ トルだから、これは当座ということがその中

には必ずしも入つているわけではないのであって、早期を目指した、シェアに入れた最適化を

図つていくのが改革ですよね。

そうです。

したがつて、看板と中身が違っては困るわけですから、そこのところはきちんと

適切な言葉を使 うべきだと僕は思うんですよ。東京電力が何て言 うかなんて、全然関係ないん

です。電力つて、結構大規模な投資を必要とするものもある。恐らくそれが効率的であるケー

スが都市化された日本の社会なんかで大きい。そういう中で、どういうところは何を使い、ど

ういうところは何を使 うかということを柔軟に決めていかなくちゃいけないわけですから、何

ヘ
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か原則と例外をあらかじめ決めるというような乱暴なやり方をすべきではないというのが、私

の意見なんです。|■|■ .|

○下河辺委員長 ‐||||の ぉっしゃられようとしていることは十分理解いたしましたので、

委員長としても。用語の問題から、この改革推進のアクションプランの厳密に目指す方向性が

ミスリー ドされて、誤解されることのないように、用語については検討するということは十分

わかりました。._   ‐    ‐                   ‐

:■
.J[1111彗

II曇:i[i3奮孫暮菫書が何をお考えか:iヽぅのは、今日極
めてょくわかりましたので、そこは誤解のないような文言にはするとぃうのはやります。

ただ、先ほど申し上げたように、方向としては全体の経営形態の話と絡みますので、|それは

また改めて議論をさせていただきます6

れか弘‐ のおっ■よそれと縣れ＼売れるものは、いわ麟勢として早く
やれというお話も、それは理解できますので、ちょっとそこは具体的にそういうものがあり得

し

し

るのかどうかも含めて、また考えてご報告したいと思います。

: ‐1鳳 [‐募雉桑凛よ二二二11
いうことにっいてですけれども、|ち ょつとまだ東京電力さんのほうと今話を請めているところ

で―す。固まつてぃないので、まだこの紙には載っておりませんけれども、特に来年の夏(ある

いはもうちよつと長期にスマー トメァタ‐が入つた後を含めて、どういう需要対策みたいなも

のがあるのか。どういう料金メニユ‐があるかとか、そういうスマー トメーターを使つてどう

するか。あるいは来年夏も含めて、少し外部のいろいろな企業、メーカーさんもあるでしょう

し、いろいろビルの会社もあるでしょうし、いろいろなアイデアをお持ちだと思うので、緊急

計画で||||の ほうからご指摘があった戦略的提携みたいなものの視点で、少し外部のアイ

デアを吸収して考えていくというようなことを、ちょつと今検討しておりますので、これは多

分公募みたいな形でやることになるか。どうやるか今詰めておりますけれども、そういつたこ

とも考えておりますので、できれば年内ぐらいにはまとめてスター トしたいなと思つておりま

す。

そういつたこともやつておりますので、一応ご紹介まで。

○下河辺委員長 ありがとうございました。はかの委員の方からご発言はございますでしょう
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か。ちょっと時間が大分予定よりかかつてお りますので。

それでは、 この資料 2-lθ)アクショじ/プラン/の 554系にC)いては、lロロロEEか らちょうだい

いたしました意見の点については、十分慎重にワーキングの件、検討させていただきますけれ

ども、内容的にはこれでご了解をいただけますでしょうか。よろしゅうございますか。

ありがとうございます。

ではこれを踏まえて、来週の火曜日の第 2回の経営改革委員会に臨みたいと思います。

それでは次に議題書の 4、 賠償の迅速化等についてということで、この議題に移りたいと思

います。

緊急特別事業計画におきましては、賠償の実施状況やさらに「5つのお約束」の実施状況を

当支援機構においてモニタリングをするということになっております。また、当機構の事業で

もありまず訪問相談チームもt発足以来、大変現地で活動を展開していただいておりますが、

そこら辺の実情について、ご担当の鈴木執行役員、並びに保住執行役員からそれぞれお話をお

伺いしたいと思います。

それ0ま まず‐ 力もよろしくお願しtヽたします。
資料の4-1に なります。賠償モニタリング報告ということで、これまで実

施してきております賠償モニタリングの状況についてご報告いたしたいと思います。

まず、最初に賠償モニタリングにおきましては、機構からの東京電力に対して交付されてい

る資金によりまして、賠償金の支払いが迅速かつ適切になされていることを検証すると。一応

こうことを目的として実施しております。今回の報告におきましては、賠償金支払済案件のモ

ニタリングと、それから、緊急特別事業計画の中で、東京電力が対応をとるということで約束

しております 「5つのお約束」に係るモニタリング、この 2つに分けて、その状況についてご

報告いたしたいと思います。

まず、最初に賠償金支払済案件のモニタリングでございますが、最初の 1.の賠償モ■タ

リングの対象。今回の賠償モニタリングにおきましては、第 1回の資金交付がH月 15日 になさ

れましたので、11月 15日 までに東京電力からその本賠償の支払いが行われた案件を対象といた

しまして、審査基準の設定、それから、審査基準にのっとった審査等が適切になされているか

どうかというような検証を行つております。

具体的にどういうことをやつているかと申しますと、東京電力のほうで社内に新損害賠償

システムというものを構築しております。そのシステムの中で申請書類でありますとか、その

ヘ
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審査、それから確認に要した必要書類すべての電子化を図っておりますので、そこにアクセス

させていただきまして:その内容を確認する。あるいは必要なところについては、東電の担当

者の方にお伺いするというようなことで作業を進めております。

対象となりました案件の数でございますが、下の表に上げてありますけれども、個人への

支払い644件、法人に対する支払い238件、それから団体交渉、これは|」 Aでありますとか、あ

るいは漁協さんがその相手方になりますけれども、東電の請求書式によらないで個別に交渉を

行つているものでございます。これについては3団体。.これらの対象といたしまして、ただ件

数が多いことからくこの中からサンプルを抽出するというような方法で、適切さのチェックを

行つております。      |

2ペァジロに移らせていただきまして、②の抽出した案件についてですけれども、まず最

初にAの団体交渉案件。こちらにおきましては規模の大きい案件を抽出しております。具体的

には東京電力原発事故農畜産物損害賠償対策茨城県協議会。これは JAが中心となりまして、

茨城県内での農産物の損害賠償について、一括して東京電力のほうと交渉するということで、

このような任意団体を組織して、交渉を行つていたものでございます。

それから、 Bと いたしまして、,各審査グループ案件ということで、こちらにおきましては、

東京電力の中で各請求のあったものに対する審査グループを設けております。個人 8、 審査グ

ル‐プ、それから、法人を対象としたもの 8グループから、下定数を選定するということで、

その際、請求額と支払額の相違の大きいものでありますとか、あるいは比較的長期の審査日数

を要しているものなどを考慮いたしまして抽出しております。全体の数は、個人からの請求41

件、それから法人からの請求12件を対象といたしまして、チェックをしております。

2:はモニタリングの状況でございますが、モニタリング結果につきましては、賠償モニ

タリング委員会という外部の有識者からなる委員会を設けまして、そこで詳細かつ第二者的な

チ三ックを受けるというようなことにしております。①の団体交渉案件についてでございます

けれども、団体交渉案件につきましては、まずはその基準の設定にういては、主な損害項目、

それから品目の枠組みについて合意がなされております。それは枠内に書いてございますが、

出荷制限とそれから風評被害などに分けまして、出荷制限であれば、基準単価掛ける数量。そ

れから、廃棄などに要した費用が追加的に算定されているというような形になっております。

それから、 3ページロに移らせていただきまして、枠の下のところになりますけれども、

基準が適切に適用されていることを検証するために、出荷制限の対象になったもの、野菜、原
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乳、それから茶、それから風評被害の対象となっている項目、これは園場廃棄されたもの、そ

れから価格の下落したもの、野菜・果物、それと同じように価格の下落したもの、肉牛、これ

ら6項 目について、茨城県の中に約 100の市町村協議会、それは」Aの単位組織と市町村から

成つておりますけれども、こういう100の市町村協議会の中から、先ほどの 6項 目ごとに請求

金額の多い団体複数を個別のモニタリング対象として、サンプル的に抽出いたしまして、合計

14団体についてチェック、検証を進めております。

現在、交渉の経緯、それからt消費税相当額の取り扱いなどについて、東電のほうから聞

き取り調査などを行つている状況でございます。ここについて、消費税相当額の取り扱いの部

分についてなんですけれどもt通常、損害賠償金については資産の譲渡にも当たらないという

ことで、消費税の課税対象から除かれているわけなんですけれども、」A茨城との交渉に当た

っては、請求の内容、請求の積算の中に消費税相当額が乗つているというようなことがござい

まして、東電のほうに対しまして、今、その経緯でありますとか考え方などについて聞き取り

を行つているところでございます。

それから、あと②の各審査グループ案件につきましては、これは審査基準、それからその基

準を踏まえた審査が適切になされているというようなことを確認してございます。

それからⅡの「5つのお約束」に係るモニタリングの関係になりますけれども、これはこれ

まで資金交付が行われてから、 2回ほど担当者間で打ち合わせを行っております。最新の状況

が、折り込みになっております別表のほうにまとめてございます。「5つのお約束」の実行に

向けた具体的取り組みということで、最新の状況をまとめてございますが、まず最初に「迅速

な賠償のお支払い」に関しましては、12月 7日 現在で請求書の受付件数が約 3万5,000件 、内

訳は個人からが 2万4,000件、法人からが 1万件という状況になっております。他方で支払い

実績のほうは、個人が2,770件 、法人が1,300件程度にとどまっているところでございます。

これが審査のスピー ドアップを図るために、枠の 3つ 目になりますけれども、個人からの

請求に関する審査に関しましては、真ん中の欄の対応の方向性、改善に向けた具体的な取り組

みのところになりますけれども、二次照会、これは社員によるダブルチェックがこれまで行わ

れていたところ、第二次の審査の部分を廃止するであるとか、あるいはこれまで先入れ先出し

方式で行つていたものを、精神的損害など簡易に処理できるものについては先に進めていくと

いうことでありますとか、あるいは物品購入の基準・運用を可能な限り簡略化する。あるいは

要員の増強を図るというようなことで、今審査のスピードアップを図つております。法人に対

⌒
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しても大体同様な対応をとっているところでございます。

後ろのページになりますけれども、「きめ細やかな賠償のお支払い」に関してでございま

すが、ここにつきましては課題となっているところだけご紹介させていただきますと、上から

4つ 目の黒い丸の部分ですが、‐12月 6日 に原子力損害賠償紛争審査会で自主的避難等に係る損

害の賠償について、中間指針の追補が決定されました。ここにおきまして、自主的に避難され

た方だけではなくて、その対象区域内にとどまうてぃる方も放射性物質による恐怖、不安とい

うような損害があったということで、対象区域内の住民すドてが対象になるということで、福

島、郡山を含めて、それより東の部分が大体対象区域内に入つておりまして、対象者は約150

万人というふうに見込まれております。これらの方に対する今後の支払いをどち11;|ぶ|;た進

めていこうかというようなところが、一番大きな課題になっているところでございます。

それから、次のポツの「当社賠償基準の早期策定の御要望が多い損害への対応」というこ

とで、これは中間指針の中で明確に定められていないもの、例えば財物の損害でありますとか、

あるいは4県以外の観光業の部分について:これから基準を明らかにしていかなくちゃいかん

というようなところがござぃます。

それから、「和解仲介案の尊重」は飛ばさせていただきまして、次の「親切な書類手続

き」でございますが、ここにつきましては第 2回 目の請求書の送付、それから、受け付けを12

月から始めておりますけれども、この第 2回 目に関しましては第 1回目の請求書類が非常に大

部であつたということで、ご批判を受けておりますので、それの簡略化t簡素化を図っており

ます。今、参考に新旧の請求書類を都度回覧させていただきますけれども、そこの付箋をつけ

たところは一例でございまして、例えば避難に伴う精神的損害に係る部分につきましては、こ

れまで対象区域ごとに7種類ほどありましたものを、避難の経過だけ記載してもらえれば、具

体的な支払い額は東電のほうで全部計算するというような形にしております。付箋をつけたと

ころがその一例
｀
でございますのでt回覧の際にごらんになっていただければというふうに思い

ます。

それからt恐結ですが14人■ジに戻らそぃただきま|して(mのモニタリング体制等に関す

る今後の改善ということで、一つは賠償モニタリングの検証結果についてt ttF電性、透明性を

持つた形で進めるために外部の有識者を中心といたしまして、「賠償モニタリング委員会」を

設置いたしまして、そこで調査・審議を私ども職員が行いましたその調査結果についての検証

等を行つていただくということにしております。
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それが一つと、あとそれから、内部統制評価に関して専門的な知見を有する監査法人の支

援を受けて、今私どもが行つている手法についての過不足などをチェックしていただいて、マ

ニュアルなどを整備していこうというようなことにしております。

あと参考資料がつけられておりますけれども、ちよつとお時間の関係で省略させていただ

きます。

それから、資料の4は、最近の損害賠償に関する国会での議論を抜粋したものでございます。

こちらについてはお時間の関係で後ほどごらんになつておいていただければと思います。

以上です。

資料4-3だ け。時間の関係で紹介だけにさせていただきますが、今回、 1

力月経過 したということで、その活動実績をまとめたものであります。あと相談を通じて機構

に寄せられましたいろいろな要望について取りまとめたものであります。別添 3については、

東電の今説明がありましたけれども、請求が伸び悩んでいるということで、選択方式で何で請

求が今までされなかつたかということについて、アンケ‐ 卜方式で抽出したものであります。

これの調査内容につきましては、本日の運営委員会の後にプレス公表を予定しております。

あと明らかになつた事項につきまして、必要なものについては東京電力と速やかに協議をし

まして、必要な対応を求めるということを予定しております。

なお、ここにはございませんけれども、福島県以外で初めて訪間相談チームを、山形で米沢

市でやるということについて、あわせて公表を本日するということになつております。

以上であります。

○下河辺委員長 ご報告ありがとうございました。特に何かご質問、ご意見ございますでしょ

うか。よろしいですか。

それでは、次の議題に移 りたいと思いますが、ちょつと時間が押しておりますので、冒頭、

最後にご報告をいただくということにしておりました||||のほうからのご報告、この間の

特別事業計画策定に向けてのもろもろの足元の状況等について、ご報告、ご説明をいただきた

いと思います。

それでは、お願いいたします。

○|||1 総合特別事業計画に向けて、導営委員の方々のご意見を今 日伺いたいものですか

ら、ちょつと時間がすみません。マネージがうまくいかなくて押しちゃって申しわけないんで

ヘ
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すが、この紙はそのためのたたき台でございます。

まず一番最初、左側、足元の動き、これは一言で申し上げますと、さきおとといに自主避難、

これについての新しい紛争審査会の指針が示されました。実は私どもは、4,000億 ぐらい、こ

こで新たに費用追力日になると思つていたんですがt今約2,000億の数字でございます。これら

噺しい数字が朗期共算た人||ま |111‐ら|1場ふ:111凛1方集:碁

“

事業争占|
変更というのを、これは大臣認定まである普通のプロセスでございますが、お願いするかどう

かということを今判断するタイミングになつております。

ご承知のように、当然まず東電が申請をして、その上で機構が査定をして、大臣が認定を

するというプロセスなんですが、東京電力からおととい内々に私どもに伝えられたところでは、

今回は計画の変更はしなくてもいいんではないかということで考えているようでございます。

もちろん計画変更を申請しないということであれば、そのままの形でいくことになりますが、

私どもは多分年末に若干また動きがあるんじゃないかと思つているので、数字だけごらんいた

だきたいと思いますが、 (2)です。仮に賠償の追加がなければ、12月期の決算は自己資本が

8,200億 の水準になります。それで今回新しく賠償が追加になりますので、そこの三角にある

やつ 3つ、それから、青い字のものは来年 1月 から決算の期であります 2月 14日 を想定してお

りますけれども、それまでに出るものが1,300億 、これを加えて、これらがもし計画変更しな

いと引かれることになります。自己資本がしたがつて3,000数 百億を若千切るような水準にな

ります。

ただ次の 3月 期にかけては、今申し上げたものは総合計画の中で担保すれば、当然もとに

戻つていくわけですが、一方で (3)にあるような廃炉、これは12月 16日 に冷温停止の発表が

恐らくなされると思います。それとほぼ同じ時期に、その後の廃炉、事故収束のためのロー ド

マップを出すことになっております。そうなりますと、例えばここ二、三年で何を特損として

費用計上するかという話が出てまいります。これが出てきますと、さっきの3,200億からその

分が引かれるということになりますので、相当自己資本水準が低くなるけれども、耐えられる

水準まででそれが落ちつくのかどうかというのが論点でございます。

したがつて、これはもうちょつと動きがあると思いますので、動きがあつた時点で緊急で

運営委員会を開かせていただくか。あるいは個別にまたご説明に回るという形にさせていただ

きます。

それから、 2番 目、これは前回でも少 し申し上げて、本 日ご議論をいただきたいところで
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ございますが、総合特別事業計画に向けたまず前提となる考え方、これは前回ご説明をし、ご

議論をいただきました。幾つかの論点について今日は問題提起をして、方向性についてご議論

をいただければありがたいと思います。

まずそもそも論の論点 0と いうふうに右側の真ん中辺に書いたものですが、

整理論がござい

ます。この問題は法的整理なのか、あるいは一時的、公的関連による集中改革なのかというこ

とだと思つておりまして、中身はご質問があればご説明いたしますが、法的整理論は今のこの

段階でとるのは適当でないと。この機構法のできたそもそもの仕組みに従つてやるということ

だと思つております。

それから、論点 1、 総合特別事業計画を考えるに当たつての資金繰 りの見通しでございます

が、資金残高が自己資金繰 りでございます。純資産が、いわゆる自己資本のところでございま

すが、 3月 末、それから2012年 の 4、 6月 、数字を見ていただくと、資金繰 りについては何も

しないと2012年 の第 1四半期には相当厳 しい状況になるということでございます。

他方、その下の数字をごらんいただきたいんですが、営業利益は震災前には約4,000億ござ

いました。これが燃料費が、原発が全部とまったことによつてふえて、今期の見込みが大体

3,500億 とい う水準でございます。それで一方、料金改定は、今は容易に計算できますが、

10%上げれば5,000億 、それから柏崎刈羽は 1基で大体七、人百億の利益貢献ができますので、

7基動けば6,000億 ということでございます。 したがつて、2012年 10月 から仮に10%の料金改

定があって、柏崎刈羽が 1年おくれ係数でございますが、2013年度から徐々に再稼働をしてい

くと。それから、先ほどご説明した2,500億円、毎年毎年の合理化をずっと徹底していくとい

う前提で考えても、2012年の 3月 期、それから2013年 3月 期は数千億円の赤字になり、ようや

く2014年 3月 期に黒字になると。

それで恐らく、これは委員の方々のほうがお詳 しいと思 うんですが、金融機関から見た正

常先の債権者区分を考えると、正常先分類を維持するためにはこの 2期が多分リミットでござ

いまして、そうなりますと、先ほどの前提が守れないと債権分類が変更になってしまうという

ことでございます。

それから、次のページですが、論点 2でございますが、料金改定と柏崎刈羽の再稼働。こ

れが収益状況には死活的な影響を与えるというのは、今数字でご説明したとおりでございます

が、これを取り巻く状況をちょっとご報告いたしますと、経産大臣の有識者懇談会、これは松

ヘ

ヘ
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村委員も入つておられますが、来年の初めには取りまとめの方向で、多分 3月 に制度としてど

ういう料金制度が必要かという制度的な基盤が整うというふうに聞いております。

一方で、 2番 目の黒ポツのところでございますが、料金には自由化料金と規制料金とあっ

て、自由化料金については、例年でいえば2月 ぐらいから交渉が始まって、4月 から改定して

いくということでございまして、むしろ自由化料金なんだから、東京電力が自由にむしろ上げ

ることが必要であれば、コス ト増で上げるという交渉をすべきだというご議論もあります。た

だ一方で、これは規制料金とのバランス、両方合わせてどういうコス トを回収していくかとい

うことなので、片一方が決まつていない中で、その自由化料金の交渉ができるかという問題点

もございます。

それから、改定の前提は少なくとも合理化策、それプラス、やはり信頼をどうやつて回復す

るか。信頼回復のためにどこまでのものが求められるかということ,が必要だという意見もござ

います。他方、そもそもこれは制度としてやっばリコス トアップがあつたら、即座に上げてや

るべきだという意見もございます。

それから、合理化策の上積みの可能性、先ほどの横田のほうから申し上げましたように、今

の2,500億円に加えて、どのぐらいの合理化策の上積みができるかというのをこれからまた議

論をしているという段階です。

一方、再稼働につきましては、全国的な原子力再稼働との関係で、柏崎刈羽の再稼働の時期

も決まってくると思いますが、これは来年初めにどのぐらいの原子力発電設備を再稼働できる

かという、非常にクリティカルな状況で トップレベルで今、政府は取り組んでいるという認識

でございます。他方、料金の話は、政治的にいえば消費税などのスケジュールとの関係もある

という指摘をする向きもございます。

それから論点 3、 経営支援のあり方、これは国がやはり賠償資金だけではなくて、経営資

金というのを出すからには、国民に理解ができる大義名分が必要だと。そのための大義名分と

いうのは、一っは賠償かもしれませんが、やはり万全な事故収束、廃炉、それと安定供給とい

うのが当然あるんだと思いますが、そうしたもののための十分な財務基盤をどう整備してやる

かというのは、一つ大きな論点としてあると思います。

一方、経営支援のやり方によつては、国のガバナンスをどうやつてきかせるのか。ここでい

ろいろな再生事例を書きましたが、りそなについては議決権つきで 3分の 2以上の株式を国が

取得をいたしております。それから、東京電力に対する支援は当然社債市場、電力債市場全体
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との関係も出てきますので、この点も論点かと思います。

それから、論点 4、 これは廃炉リスク6廃炉リスクというのは廃炉のコス トというのは、第

二者委員会で 1兆 1,500億 という数字をとりあえず出していただいていますが、技術の専門家

からすれば金額はわからないけれども、やはり20年、30年で考えれば 2兆なり、 3兆なり、あ

るいはそれを超えるような大きな金額がかかるということも念頭に置かなくてはいけないとい

うことでございまして、したがって、ある時点で偶発的に廃炉のコス トがどこまで広がるかわ

からないというリスクの部分を、東京電力の事業本体からできれば遮断してやらないと、なか

なか社債発行はできない。

他方、廃炉の事業を東京電力から遮断することについては、逃げるという印象を与える可能

性もございますし、あるいは原子力の人材プールが分断になるようなや り方で、本当に廃炉の

処理ができるのかという意見もございます。

他方、原子力の今後の再編をにらんで、どういう形でこの柏崎刈羽と福島を東京電力本体と

の関係でやるかという意見もございますので、それらもろもろお互い相反する課題でございま

すが、それをどうやつて両立させるような解を見つけるかというのが課題でございます。

それから、論点 5の新生 。東電への変革について、というのは前回もちょつとご説明いたし

ましたが、多分廃炉 リスクな話だけでは、いかにも東電に都合のよい話でございまして、やは

り昔の東京電力ではない、新しい東京電力に変わるというのを、いわゆる経営体制、それから

事業体制も含めて示す。それを総合事業計画の中に絵姿として織 り込んで、最短であれば 1年

間の準備期間を置いて、2013年 6月 に新生 。東電を発足させる。そのための工程表を入れ込ん

でいくということが必要だと思つておりまして、その新生 。東電のイメージについてもさらに

前回以上に突っ込んだご意見をいただければありがたいと思います。

論点 6、 7は賠償・除染、それから特別負担金、一般負担金ということでございますが、こ

れは賠償は今まで以上に、来年度ですね、特別慰謝料、要は一生帰れない人に対してどれだけ

の慰謝料を払 うのか。それから、物損に対してどれだけの金額をお支払いするのかという、人

生そのものをすべて決めてしまうような賠償のステージに入 ります。

それから、除染についてはご承知のように、今急速に単に国がやる20ミ リシーベル トとかそ

ういうのじゃなくて、 1ミ リとかそういうところも市町村がや り始めている。そのうちのどれ

ぐらいを相当因果関係で東電に国が求償をして、東電が負担金の形でそれを払うのかというの

はまだ実は決まっておりません。場合にようてはこの金額が非常に高いものになると、そもそ
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し

し

○

も機構の仕組みそのものが壊れてしまう、あるいはうまくいかないということでございますの

で、ちょっとそこら辺もにらみながら、この論点 7の特別負担金、一般負担金の今後の水準、

今後のあり方、こういったものが議論の遡上に上ってくるということかと思つています。

以上、ちょっとすみません、論点をとりあえず今日はテーブルの上にお出しをしたというこ

とでございます。

○下河辺委員長 ありがとうございました。主要な論点については、は,ぼ網羅的にリストアッ
プされているかと思いますけれども、まず網羅されていない主要な論点があるのではないかと

いうようなご意見があれば、初めにちょうだぃいたしたぃと思いますけれども、何かお気づき

の点。

論点 5に関連するかもしれないんですが、ステークホルダーの責任の問題ですね。

幅広くどういうふうに求めていくのかというのも、多分この論点の 5ぐらいでしょうね。そこ

との関連できちんと議論しておく必要があるというふうに思います。

○下河辺委員長 ありがとうございました。ほかにこのような論点も考えるべきなのではない
かということで、ご意見をちょうだいできますでしょうか。

物 ■まなさそうそすの■ たハ 球 、‐ のほうから鎌 見があっ鎌 袷 めまし■

各論点についてのご意見、ご感想等をちょうだいいたしたいと思います。大変重い論点といい

ますか、意趣ばかりでございますけれども、まずは頭出しというよりは、もうちょっと時間の

関係もありまして、踏み込んだご意見をぜひ忌憚のない形でちょうだいできればと思っており

ます。

。■■■■

ん

l     :l∬ 菫〔:]:「 1ゝ。ここに書いてある論点がほとんどすべて

をカバーしていると思うんですが、なかなかここで議論をして、それが方向が見えるというこ

とでなくて、恐らく少し集中的な議論、あるいは考える時間が要るんじゃないかなと思います

が、今の状況に関する感想を申し上げますと、今ずつと      からのぉ話もありました

が、第一次的な責任が東京電力にあるという法解釈に基づいて、そして原子力賠償支援機構が

つくられて、法的破綻をさせないという仕組みができた結果として、何が起こっているかとい

うと、政府が気が緩みまして、例えば賠償ですとか、除染だとかについて、いわば気軽に、非

常に金額がどんどん膨らむような方向にあるやに危惧を感 じます。そういうふ うにしています
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と、最終的には、結果的には利用者並びに納税者の負担にいかざるを得な
いわけでありますか

ら、後でもつて大変大きな負担がたまつているという形になりかねな
いなという気がいたしま

す。

ですから、そういう意味で、どこかでデイシプリンをきちんと政府側
が持つた形で、事を進

めてもらわないと、原賠機構はもしかして途中で解決し切れな
いぐらいの話になつてしまうか

もしれないといス ‐ の細 ま本部 ■見史性猪 つたものになるような気がいたします。

そのまず第一は、やつぱり私は料金だと思うんですが、料金という
のは、これは電力を消費

しているわけですから、電力を消費するために必要な経費というのは、
これは合理化策の深掘

りとか、いろいろなことをいろいろ言 う。これはやつたらいいと思うん
ですが、料金はまず上

げることを前提として、その上で合理化なんかはとにかくできるだけ進
めていくというのが正

しい方針であつて、それが前提にならない限り、料金改定にはたどり
つかないんだということ

にしておりますと、いやな話ですから、みんな逃げ回る格好になるような気
がいたします。

その料金をまず上げるということを、どこかで政府が国民に対してきちんと言
わないと、言

いにくいことは先に言つておかないと、後でもつて高いつけを払 うことになると
いうのは、ど

うも物事の今まで私も経験もしましたし、横で見ていてそういう感じが大体現実化す
るような

気がいたします。

それからもう一つ、刈羽の稼働という話がございましたが、原子力発電をどう
いうふうに再

稼働して使つていくかということを、ある程度前提にいたしませんと、例えば料金
の上げ幅と

いうのはリーズナブルな値段に抑えることができないというのも事実でありますから、こ
の 2

つについて政府が覚悟を固めたという形にしない限り、真ん中に入つている原賠機構と東京電

力に対する負担がどんどんふえていつて、最終的に処理しにくくなると。時間差があるだけ、

あるいは遊水池みたいなものがあるわけですから、そこに水がどんどんたまつていくわけであ

りまして、それが最後、言つてみればぎりぎりになつてみたら、とても処理が難しいような話

になつてしまうということにならないように、まずは一番上に立っているところですね。原賠

機構のさらに上にいるところが覚悟を決めるということがない限り、問題はどんどん大きくな

る。

しかも今の時点では、まだ量的には見えていない部分がありますし、その見えていない部分

がどんどん膨らまないようにはしておかなくちゃいけないんじゃないかなという感想を持ちま

した。

ヘ

ヘ
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し

メモはすごくよくできてぃますから、これに従つて議論を詰めれば、その種の話は全部解決

されるはずなんですが、今の空気というのはなかなかそれが難しいかなという感じがあります

ので、覚悟をよほど決めて臨まなくちゃいけないかなという感じがいたしました。

○下河辺委員長 ありがとうございました:ほかの委員の方からご意見をいただきたいと思い
ます。

ollll ちょっと追加で。すみません。先ほどちょっと説明をし忘れて、一言だけ申し上
げると、 1枚日の論点 1の資金繰りの見通しのところで、収益の話だけ申し上げましたが、そ
の下に社債の償還がございます。それからさらに設備投資で、毎年大体8,000億 とか7,000億の

設備投資がございます。それらもろもろ考えて、2010年代の半ば、今から数年後に社債が出さ

れ、10%ぐ らいの自己資本にするんだという前提で考えますと、この 2年か 3年の間に、約 3

兆円近いお金は必要になります。この3兆円近いお金を国と金融機関でどう受け持つのか。そ
れから、先ほど申し上げた事故の収束のための万全な財務基盤ということも念頭に置いて、ど

れだけを自己資本で出して、どれだけを融資あるいは社債の引き受けでやるのかというのが大
きな論点でございます。

それから、||||ぁ ぉっしゃった料金改定の話でございますが、私ども機構からすると、
いずれにせよ3月 末にはこの計画はまとめないといけないと。そのときにはこの論点 2の料金

改定、柏崎刈羽再稼働と書きましたが、論点 2、 論点 3、 論点 4、 論点 5、 新生 。東電への変

革、この4つはある種だんごになっている話でございまして、この4つについてそれぞれ方向

性を出して、論点 3の経営支援のあり方も、先ほど申し上げた幾ら必要なのか。それが資本性

のものなのか、あるいは融資なのか。それらの中身を明示した上で、すべて出すと。

逆に言うと、資本注入という話が今ございますけれども、資本注入した後、経常的な赤字で

国の大事な資本が失われるというのは多分まずい話だと思いますし、一方で廃炉リスクの遮断

だけして、新生 。東電に相当汗をかいて変わっていくという姿を見せないと、そもそも国から

はお金も出ないということでございまして、この論点 2か ら5が、ある種 4点セットで一緒に

なるのが総合事業計画だという認識でございます。

○下河辺委員長 ありがとうございました。何かご意見いただけますか。

○‐ 同圏こなっちゃうんですけと いいですか。

○下河辺委員長 どうぞ、

○‐ ば 同に となんですが、違 う視点からちょっと申趾 げます。
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料金アッカ こつい硼 脚 こしたほうがいいという‐
の鎌 則 ま私ももつともだと思い

ます。がしかし、料金アップというのは、もう既にこ
この中で明らかですから、あとはどうい

‐

う形で発表して、国民の理解を得るかということがポイ
ントだと思うんですね。そこが私は非

常に大事だと思つていますので、急がずにここは慎重にや
つたほうがいい。

つまり慎重というのはどういうことかというと、今、いろ
いろアクシヨンプランをこれから

進めていくという事実があるわけですね。それをどんどん国民に発表
していくと。もう一つは

事故調査委員会の結論が大分おくれると。まだ中開発表も出
ていないということですから、そ

こもやつぱり見きわめる必要がある。あるいは事故収束
の見通しについても、まだ観測情報し

か出てこない。そういうもろもろのあいまいな状態
の中で、料金が先だよというのはこの委員

会の中では、多分共通認識だと思うんですけれども、国民に今発表す
るというのは、これは慎

重にしたほうがいいなというのが私の意見でございます。

その他の意見は、後で申し上げたいと思いますが、い
いですか。

○下河辺委員長 ありがとうございました。

o‐ まず今‐ がおつしゃった、謙 な &へ 5"の が、用 こクリテ

ィカルなイシューということは全くそのとおりだと思
います。その中でも特に 2つの点だと思

います。一つは廃炉リスクの遮断ということでありますが、これは廃炉を例
えば30年かけてや

る。昔、経済産業省が審議会でやつていたときの30年 と
いう。30年だと結局、工程も含めて30

年で均等割すればいいみたいな、そういう安易な発想になると、それは非常
に間延びしたこと

になつてしまいますので、廃炉30年の間に何があるかわからない。また地震が来るかも
しれな

いし、非常に今海水が入つている中で、いろいろなス トラクチャーが劣化して
いるとか、そう

いうリスクも十分考えなきゃいけないということで、廃炉についてはできるだけ早くやらなき

ゃいけないという前提で、ここを東電の今の発想、つまり30分の 1にすればいいというような

ことでやつていくと、ここはより要賠償額というか事態が悪化するということになりかねませ

んので、廃炉リスクの遮断はぜひ早急にやるべきだと思います。

そうなると、問題はここに書いてある、一番の論点 4の最初のポツに書いてある責任から逃

げることはないという、要するにここの部分だと思います。つまり国も普通のところであれば、

例えばりそなとか金融機関のケースとか JRのケースもそうなんですけど、要するにこれ以上、

深刻な事態にならないという暗黙の前提があつて、国がどういうふうにガバナンスをとつてい

くかということだと思 うんですが、国が例えば資本注入ということで東電の資本の中に入つて

⌒
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いくということは、ある意味、今、現在の東京電力からすれば、

「

種のムチになるわけですね。

ムチになる々 だろうと思うんですけど、これは国民の目から見ると、アメに映るというところ

が一番難しいところなんではないかと思います。

要するに東電を支援してやっていると。今の現状の東電を支援してやっているんだというふ

うに映りかねないというところが、一番リスクだろうと思いますので、むしろここはそのよう

に見えたら、多分機構の正当性自体についての疑問符、つまり国と東電がグルになって、国民

の税金と料金値上げでもつてごまかそうとしているというふうになったときには、もうそれは

いかなる説明もできなくなってしまいますので、ここは東電の経営陣の方にもぜひ理解をして

いただくべき問題だろうと。

つまり、自分たちはムチと考えているかもしれないけど、実は国民にはアメと映るかもしれ

ないということをちゃんと認識すべきだろうと。その上で、これ以上リスクをふやさないため

に、廃炉リスクは遮断して、なおかつ今申し上げたような状況からすれば、やはり相当国民か

ら見ても、これは東電にとってもムチなんだというふ うに印象を与えることでないと、なかな

か難 しいんじゃないかというのが一つです。

それから、特に不安定なところは、原子力政策の部分というのがまだ今、 トランジショナ
ル・ ピリオ ド、つまり炉規制法の改正もこれから法案を提出するわけですし、それから、原子

力損害賠償法もそうですし、そもそも原子力の規制体系、これもまた新たな法律をつくるとい

う中で、つまり、それだけいろいろ不安定な要因がある中で決めていかなくちゃならない部分

なんで、と考えれば、柏崎刈羽といつたものが、本来これはプロフィットセンターなんだろう

と思います。ですからこれをどうするかというのが非常に難 しい問題なんだろうと思いますけ

れども、要するに東京電力が柏崎刈羽の早期の稼働と、それから、料金値上げということに逃

げ込んでいるという印象を与えないようにしなければならない。ここをどうするかというのが

一番クリティカルな問題だと思うんですね。

そうするとこの論点 7と いうのは解消されるんでいいんだと思いますけれども、 0、 1と 並

んでいるのは、ちょっと私、違和感がありまして、これは確かにそのとおりなんです。頭の整

理の順番としてはそのとおりなんですが、恐らく 2、 3、 4、 5と いうのを、今言つたような

ことを念頭に置きながら考えて、結果的に 0と 1は どうなのか。つまり法的整理がいいのか。

一時的公的管理による集中改革なのか。論点 1の ところで本当に2010年代の真ん中あたりに、

自己資本比率を10%に持っていくということを、所与の前提にするのか。あるいは債権分類を
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正常先にしておくということについて、この会議ではこれは頭の整理としてはこのとおりだと

思いますけれども、外部に対して物を言 うときには、 0、 1は前提ではなくて、 2、 3、 4、

5をいろいろ検討 した結果出てくるのが、この O、 1に対する回答だというふうにしておかな

いと、最初に正常先分類を維持することとか、最初に社債が出せるようにするとか
いうことが

あると、それだけでもう全く信頼性を損なってしまうと思いますので、これは非常に厳し
い選

択を迫られる話だということを、やはり経営改革委員会の場でも、きちつと東電
の経営者の

方々にお伝えを願わないといかんのではないかというふ うに思いますので、それだけ申
し上げ

ておきたいと思います。

○下河辺委員長 ありがとうございました。ほかの委員の方で。

じや、 個人的に論点 6に出てくる除染の関係についても、ぜひ一言。

○ 除染のところの悩ましいのは、妥当な数字というのがどこにあるのかわからな
い

Ψ _ И ‐ 、 Vノ ‐ ―
‐ノ V′ inい V・  ‐́ 1い  ヽ 」̂― ― ″ ・ヽ ―   ´ ―― ―    ‐ ―

んですね。どんどん 1ミ リシーベル トになつてきたりして、また実際現場に行つたりすると、

何でこんなところに、このぐらいの単価になつているのか。何か相場と倍ぐらい違 うんじゃな

いかと思つてきたり、結局本当に妥当な数字じゃないような数字になつてきて、これがそのま

ままかり通つていくのが変な感 じかなと思います。一つそこが,い配。

もう一つは、廃炉のほうで今議論があつたんですけれども、一つ気になつていますのは、破

損した燃料なんですけれども、デブリ燃料と呼んでいるんです。これがまだどういうふうに将

来措置するか決まつていないですね。ただ大変大きな問題にならていて、多分これはもう国が

方針を決めないと東電もできないんだと思うんですけれども、それをある程度、早い時期に決

めて、もうここからこちらは東電がしつかりしろとか、そういうふ うに減らさないと何かそこ

は中途半端になつて、残つてきて、廃焼あるいはその廃棄物が処理、処分できたとしても、破

損燃料だけ何か中途半端な形で残つている形になるのが一番心配です。

:ili日

員

『
み[[li::i糠 量[奮ちよl:ミ      がぉっしやつたヽ自己資本比率

10%あ りきとか、社債発行ありきということを起点におくとおかしくなつてしまうのではない

かというご意見に私も非常に同意しております。社債発行を考えたとき、自己資本比率が10%

あれ出 ず出せるかという話になると それはわからないというこJこなります。‐ が

おつしゃつたように、除染や廃炉についてどの程度のコス トがかかるのかについても確定して

おらず、また特別負担金についても毎年どの程度いつまで課されるかもはつきりわかつていな

ヘ
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し

し

い。こうした社債が高い格付を取得できるのかというと大いに疑間が残 ります。結局のところ、

東電の社債に一般担保が付されているということ以外、確かなことは何もないということにな

ります。

ここで少 し申しあげさせていただきますと、廃炉 リスクの遮断というのは、確かに様々なこ・

とを考えると、その選択肢は否定しませんが、その場合どの主体が特別負担金を負担 していく

のかという問題や、廃炉を切 り離した後においても、不法行為が続いているような場合も考え

られます。不法行為が終了しているのであれば、切 り離しは比較的容易かもしれませんが、そ

うでない場合はどのように考えたらよいのか。法的な面からこうした点について少 し整理をす

る必要があると思うのです。

そう考えますと、先ほどの社債の話等もそうですが、まず今回の総合事業計画で最低限盛 り

込まなければならない部分は何かをよく吟味して、一つ一つ決めていく必要があると思います。

いきなり、ピカピカの良い会社になるような項目をすべて盛 り込むというのは、現段階では少

し難しいのではという印象を持つています。

また、現時点では、東電さんは資本ついては必要ありませんとおっしゃつているわけですよね。

どういうお考えかはよくわかりませんが、当事者が大きく変わろうという意識が無い限り、外

部の者が何を言つてもなかなか変わらないのではないかと思うのです。

最後に論点 7ですが、一番最後に電事連との調整と書いてありますが、これはどういう意味

でしょっか。

○‐ そこだに 言。これは 般負齢 帥 08電 力部 うこコこなっているので、

東京電力がこれだけ払 うときに、ほかの 8電力はこれだけ払うというのは、彼らと調整 しない

とならないので、それで書いてあります。

ということは、年間の負担金総額というのが決まっているということですか。

違います。今決まつていないので、毎年毎年この機構の運営委員会で決めていた

だかないといけないんです。

特別負担金と一般負担金の両方ということですね。

そうです。

調整の相手方は電事連ということなのですね。

そうです。これは払うのは電事連なものですから。まあ 8電力なものですから、

電事連とやらないといけないわけです。そういうことです。

○

○

○

○
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ollll この部分については電事連というよりも8電力との調整という方が良いのではな

いでしょうか。

o■■■■  かしこまりました。

o■■■■  これまで寄附金等について問題意識を持つていたと思いますが、電事連と調整と

いうのは、少し問題があるかもません。

:IIIl li:童 1:撃E[llも のになるような書きぶりは、ちよつと困ります。

○下河辺委員長 ありがとうございました。ほかの電力会社含めて、これまでのところで実際

に比率が決まつたのは、支援機構を発足させるときの、行く行く資本金をどう
いう割合で払い

込んでもらうか。全体で70億でしたつけ。沖縄は原発をやつていないもんで、残りの 8電力で

もつてこれを分けたときの、その資本金の払い込みのシェアが決まつているだけで、負担金に

ついてはまだ全然決まつていないということですね。

それじや、

o‐ ふまでと机像罐 う話になりますが、論点 引こ断 し■ 新生
。東電への変革に

ついて、これは最終的にこれが一番大事なこと、結論的なまとめになるんだと思いますから、

今私が申し上げるのは、私の中間的な今の時点での考えということで申し上げたいと思 うんで

すが。

まず大原則として、今のアクションプラン、今我々が考えてやろうとしている、これをきち

んと進めること。それがまず前提だと、その延長上に新生
。東電があるんだという、これが原

則だと思うんですね。その上で新生
。東電の形態について、私自身が今感 じていることをこれ

から検証するわけですが、私自身も検証 しなくちゃいかんのですが、考えていることの一つは、

賠償を背負つて、良質な電力の安定供給を進めていくというのは、これは現実にこの賠償金額

の大きさからして難しかろうという感じを持つております。 したがつて、経営形態については

賠償の部分と電力供給の部分は切 り離さざるを得ないのかな、あるいは切 り離したほうがいい

のかなという視点が一つですね。

それと電力の新規参入、あるいは供給電源の多様化というのをどんどん図つていくという前

提で考えますと、現状の垂直統合、あるいは地域独占型の今の体制というのは続けるわけには

いかないなという視点を持つて、これからいろいろ検討 していきたいと思つています。今後意

見が変わるかもしれませんが、今そんなことを考えています。

ヘ
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し

それともう一つ、これはこういう総合的なことを東電についてやろうとしたときには、どう

しても日本の電力政策全体とめ関連が出てきますので、国の動き、環境エネルギー会議ですか、

あるいは大臣懇談会ですか、そういぅものとの整合性というのも十分私なりにウォッチしなが

ら見ていきたいというふぅに考えています。

以上です。

○下河辺委員長 わりがとうございました oま最後になりまし油ナれどま ‐ :、らぜ

。■■■■

伺

讐彙‖[][[』 ;、れていることは全面的に賛成です。強く支持します。
私は基本的な考え方、論点 0で、決意をちゃんと読み取つたつもりです。法的整理か一時的

公的管理による集中改革かという、この 2つの選択で、福島第 1、 第 2だけ切り離して、東京

電力が公的管理もなく、資金供給だけ受け、重荷だけ切り離して生き残るという、そういう安

易な道はそもそも選択肢の中に入つていないと言う点が明確に出ていると理解しました。やは

りこういう姿勢で臨むべきだと思います。

今
く別の
仕
です。可能な限りで簡

単
に
整
え
下
いただきたいのですが、先ほどの||||の 、

除染のコス トがリーズナブルなもめでは到底ないとぃうご指摘に関してです。こあ問題はどこ

で議論してぃるのでしキうか。有識者はどこの会議で発言したらよいか、少なくとも私が出て

いる会議では、それに対応するようなところはないので、そういう問題はそもそもどこでやっ

ているかご存じであれば教えてください。あるいは今後議論されるとすれば、関連することを

逐次教えていただけると助かります。

以上です。

○下河辺委員長 ありがとうございました。除染の問題については、この段階では、私が認識
している限りでは、民間人が関与しての会議というレベルではない。もうちょっと別のレベル

でやりとりされているような印象を持っていますけれども、その点含めてちょっと。

6‐ |この厳 あ藷は 今環財 を軸 こ それか哄 輔 嫉 子力被害麟 室、こう

いうところで閣僚レベルで本部がございますので、今現実に起っていることは、関係閣僚が相

||1景 :[二:It[[な ご』環i奮[1lI論

もしております。その中で、

おりますけれども、ただやっぱり政治レベルに

なると、今の福島の現場に深くコミットされている方ほど、やっぱり福島の現場の住民の気持

ちからすると、とりあえずはもうこれでやるしかないんだという感 じが非常に強くなっている
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というのが今の現状でございますが、私どもは私どもの立場で、ファク トと
してここの部分は

はっきりしないと、このスキーム自体がそもそもひつくり返りますと
いう話は言い続けている

つもりです。

○下河辺委員長

ollll 先ほどの話とちよつと離れるんですが、思いつきみたいなものなので、ご参考に

なるかどうかわかりませんが、今のお話ありましたように、法的整理か
一時的公的管理かとい

うと、法的整理はないというのが今までの建前ですよね。これはもう既に
一歩踏み出してしま

っているので、法的整理はないと考える。そうすると一時的公的管理になるのはやむを得な
い

んだろうと思うんです。その中で将来に向けて、国策の基本というのは、や
つばり安定的で効

率的な発電、送電、配電をやるというのが、これがまず非常に大事だと思うん
ですが、それと

li[[[:illil[III[し争[|｀ [E[善[[i廿ii[F「 :i[ilil票[
っき言つていたみたいに、切 り離したほうがいいんじゃないかというのは、私は常識だと思

い

ておいて、やつぱり前向きの仕事をする部分と後ろ向きの仕事をする部分に分けないと、そ
の

後ろ向きの仕事は金額が幾らになるか。それは賠償にせよ、除染にせよ、廃炉にせよわからな

いところがありますので、それまでも企業という形で利用者負担の中でカバーするという話に

すると、これはうまくモデルがいかないので、私は東京電力の承継法人は、結果的には集中管

理にした後で、東京電力の新生 。東京電力にすると。

うか、これは会

ん集中管理にした上で、東京電力が生まれ変わつて、これはつながるんですね。継続性は東京

電力のほうにある。そして新 しい不確定な部分を処理するものを新しくつくっていく。その 2

つをどういう位置づけにするのか。例えば同じ企業体の中での区分経理にするのか、それとも

別組織にするのかといろいろあると思うんですが、私はできれば別組織にしたほうがいいと。

京電力の場合 | 、一たん公的集中管理にし

しかし、もう一つ、不確定な部分を整理するための新 しい何か仕組みとい

社にするのか、法人にするのかわかりませんが、それをつくると。
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し

ただ、逃げるのかと書いてある話が、さらにそれは強調される仕組みになるので、そこは

相当な決意を持って、これが一番いいことなんだということをわからせる説明をしなければな

らないということになるとか思います。全くの思いつきですけれども、一つのモデルとして見

ると、 あるいはいいかもしれないという感 じがいたしました。

○下河辺委員長 ありがとうございました。予定していた時間の4時が過ぎてしまいましたけ
れども、いずれにしましても、東京電力のみならず、私どもの支援機構も不退転の決意という

か、逃げも隠れもできないですね。国民に対してもう逃げも隠れもできない。とんでもない難

事に取り組んでいかざるを得ない。逃げ場はどこにもないと。これは被災者に限らず、これま

で我が国においても、想定もできなかったほどの被害弁償を、最終的にはもう国民の負担に帰

する、一定割合は帰する形で、大分の長期間にわたって、解消していかざるを得ないというこ

とははつきりしています。これはもう東京電力だけではなしに、今のところは建てつけとした

ら、前面に出ております私ども支援機構の関係者も逃げようもないということですので、今後

とも委員の皆様の全面的な不退転の決意を、運営委員長としてもお願いをするということでご

ざいま

それでは、この件について、今日の段階では、ご意見特にということもなければ、この程度

で終わりたいと思います。

予定していた議事は以上になりますが、今日の第 7回運営委員会の議事録についても、事務

局にて原案を作成いたしまして、委員の皆様に確認をしていただいた上で確定をいたします。

従前どおり、議事録の扱いは取り扱いとしては非公表ということでまいります。本 日の運営委

員会の内容については、簡単な結果概要を作成 して、対外的にも配付をいたします。

本日は内容が内容ですので、特にアクションプラン関係で、これを受けて、来週の火曜日に

第 2回の経営改革委員会も東電との間で持ちますので、 5時半から嶋田理事と、それから横田

上席役員の両名で、プレスに対するブリーフィングを行 うということをさせていただきます。

次回は前からご案内のとおり、12月 22日 を予備日という形で予定をさせていただいておりま

すが、今日の議論の内容からもご理解いただけるかと思いますけれども、実際に第 8回の運営
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委員会として委員会を開催するという可能性が高まつているというふうに考えております
ので、

引き続きご出席をいただくという形で、時間帯の確保はお願いをいたしたいと思
います。

それでは、本日2時間にわたりましたけれども、ありがとうございました。次回以降もひと

つよろしくお願いをいたします。

午後 4時 05分 閉会

⌒

⌒
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